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有料放送市場 にお ける

チ ャンネル数 とプラ ッ トフ ォーム間競争
一 間接ネットワーク効果と互換性の影響一
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消 費者 がチ ャンネ ル数(多 様 性)の 増加 か ら効 用 を得 る と仮定 す る場合,消 費者

効用 はネ ッ トワー クの規模 に依 存す るネ ッ トワー ク効 果が 生 じる。本 稿 では,ケ ー

ブル テ レビとCS衛 星 放 送 を,多 チ ャ ンネ ル サ ー ビス を供 給 す るプ ラ ッ トフ ォー
1)

ム と捉え,間 接 ネ ッ トワー ク効 果の 存在 が 当該 市 場 の競 争 に与 え る影 響 につ いて検

討 を行 う。 まず,加 入 者が チ ャ ンネ ル数(多 様 性)に 対 す る選好 の存 在 を仮定 し,

チ ャンネ ル数 の増 加 が加入 者数 と関連 す る場合 には,プ ラ ッ トフ ォー ム間の価 格競

争 が激 しくな る ことを示す。 また,提 供 チ ャンネルの互 換性 が 高 まる ほど価格競 争

が沈静 化す るこ とを示 す。 次 に,チ ャンネル互 換 性 に関す る非対 称性 が各 プラ ッ ト

フ ォームの均 衡価格 に与 え る影響 を検 討 し,互 換性 に対 す るプ ラ ッ トフォー ム事 業

者 の イ ンセ ンテ ィブは初期加 入者 数 の相対 的 な大小 関係 によ り異 な った もの にな る

可 能性 が存在 す る ことを示 す。 これ らの結 果 は,地 上波放 送 の再送 信 が両 プ ラ ッ ト

フ ォームの競 争及 び普 及 に重 大 な影響 を及 ぼす ことを示 唆 して い る。

キ ー ワー ド 有 料 放送市 場,間 接 ネ ッ トワー ク効果,チ ャ ンネル互 換性,

加 入者 数

1有 料放送市場の現状

現在,有 料放送市場において主要なプラッ トフォームとなっているのが,ケ ーブルテレビ

と衛星放送である。

ケーブルテレビは,当 初難視聴地域に対する地上波放送の再送信を目的として事業が開始

されたため,税 制面での優遇措置や補助金の支給などの各種行政支援策や地域における独占

掬経営権が政策的に与えられてきた。 しかしなが ら,難 視聴地域の縮減,1985年 の通信 自由
2)

1ヒ後のケーブルテレビ事業に関する規制緩和の動向の中で,都 市型ケーブルテレビを中心に

蔚星放送の再送信や自主制作番組の供給が行われるようにな り,多 チャンネル化が進展 した。

このような中,複 数のケーブル事業者を統合 し規模の経済性を追求するMSOの 登場 により,

ケーブルテレビは多チャンネルサービスの主要 プラットフォームへ と変化 しつつある。
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ケーブルテ レビは,事 業エ リアが特定地域に限定 されていることやその技術的特性から,

地域独占型のサー ビスとなることが多 く,そ の経営及び設定料金が効率的なものとは異なっ

たものとなる可能性が存在する。また事業エ リアが限定されることか ら,長 期的に最適な費
3)

用水準で操業が行われていない可能性がある。 日本では,料 金水準が行政的な支援によって

意図的に低い水準に抑えられてきた事や難視聴地域が比較的少な く普及率が低い水準であっ

たこともあり,こ のような料金高騰は問題とな ってこなかったが,米 国ではケーブルテレビ

の地域独占性 に起因す る料金の高騰 と低いサービス水準が しばしば問題となってきた。特 に,

ケーブルテレビの地域独 占的性質 とその弊害を排除するための料金規制を中心 とした政策介
4)

入の是非に関するものが多 く存在する。

一方,ケ ーブルテレビに対 してもっとも有力な競争関係にあるサー ビス事業者は衛星事業

者である。特 にケーブル事業者の主要サー ビスが再送信か ら多チャンネルサービスの供給へ

とシフ トす るのに従い,多 チャンネルサー ビスの供給プラットフォームとしてケーブルテ レ
5)

ビと衛星放送の競争が激 しくな りつつある。我が国でこのような役割を担 う衛星放送事業者
6)

はCS衛 星放送である。CS放 送は1992年 よりアナログ放送が開始 され,1996年 よりデジタ

ル放送が開始 された。 さらに2002年 からは家計の受信施設の共用化を目的 として,BS放 送

と同 じ東経110度 に打ち上げられた衛星を用いた110度CSデ ジタル放送が開始された。放送

開始時か ら,多 チャンネルサー ビスの提供を可能にする制度 として受託委託放送制度が導入

されてお り,番 組を制作 ・編成する事業者と設備管理 ・運営を行 う事業者を分離することで,

施設運営に伴 う初期 コス トを低下させ,新 規参入を促 してきた。なお番組の制作 ・編成を行

う事業者を委託放送事業者,衛 星等の放送設備管理 ・運営を行 う事業者を受託放送事業者 と
7)呼び

,両 者の間には,視 聴者の管理などを行うプラ ットフォーム事業者が存在する。

我が国の有料放送市場 において主要なプラッ トフォームとなっているケーブルテ レビと

CS衛 星放送であるが,そ の設立経緯か ら両 プラットフォームの間には提供チャンネル及び

加入者数 に関 して違いが存在する。まず提供チャンネルに関 して,CS放 送が地上波放送で

は提供されない多チャンネルサービスの提供を行 っているのに対 し,ケ ーブルテ レビは地上

波放送チャンネルの再送信 と多チャンネルサー ビスが併存する形 となっている。このため一

部の多チャンネルに関 してケーブルテレビとCSで は共通となっているが,地 上波チ ャンネ

ル及びBS衛 星放送チャンネルについてはケーブルテレビで提供されているものの,CS衛

星放送では現在は提供 されてお らず,異 なった状況にある。なお,地 上波のデジタル化への

移行に伴い生 じる難視聴地域への再送信 に当たり,CS衛 星放送によるこれらチャンネルの

提供(再 送信)が 改めて問題となっている。

また,加 入者数についても両者の間に違いが存在する。図1は 日本のケーブルテレビ及 び
8)CS放送

の加入率を推移 を示 した ものである。 いずれも加入世帯数は増加を続けているが,
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図1ケ ーブル テ レ ビとCS放 送 の加 入状 況(単 位:万 世帯)

0

0

0

0

0

0

0

8

a
U

り
自

正

-

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

4

2

0

8

6

4

り
白

1

1

1

1998 19992000200120022003

ロ ケ ー ブ ル テ レ ビ加 入 者 数 ■CS加 入 者 数

2004

基本的にはケーブルテレビの加入者数がCS衛 星放送のそれを大きく上回る状況とな ってい
9)

る。 ただし,米 国などと比較 して,加 入率はそれほど高い値というわけではない。 このこと

は地上波のカバーエ リアが広範で難視聴地域が相対的に少ないため,加 入の必需性がそれほ

ど高いものではない事を反映 している。このため我が国では依然有料放送の未加入者は多 く,
10)

いずれのプラットフォーム事業者にとっても新規加入者の増加は重要な課題 となっている。

2有 料放送市場の特性一 補完性とネットワーク効果一

放送サービスは番組というソフトと伝送路というハー ドの2つ のコンポーネントから構成
11)

されており,両 者が補完的にシステムとして結合することで商品便益が生み出される。補完

性は間接ネ ットワーク効果 と呼ばれる外部効果を生 じる可能性があることが知 られている。

すなわち,加 入者が多いプラッ トフォームほど多 くの補完的サービスが利用可能 とな り,プ

ラットフォームに加入する効用が高まるというものである。間接ネッ トワーク効果が機能す

るか否かは2つ の前提に依存する。1つ は加入者がプラットフォーム上で提供 されるソフ ト

の数が多いことに対 して何 らかの効用を感 じるという点,も う1つ は加入者の多いプラット

フォームほど多 くのソフトが供給されるという点である。有料放送加入者は,視 聴時間の制

約などから,提 供されるすべてのチャンネルを利用する訳ではな く,必 要なときに視聴でき

るという利用可能性から効用を得る。 このため,プ ラットフォームで提供されるチャンネル

数が多いほど,高 い効用を得る可能性がある。また,ソ フ トにあたるチャンネル供給に関し

ても,加 入者の多いプラットフォームほどより多 くのチャンネルが提供される可能性は高い。

このような点か ら放送市場,特 に有料放送市場については,間 接ネ ットワーク効果が機能 し

ている可能性 は高い。
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以下では,間 接ネッ トワーク効果という観点から有料放送市場を分析するためのフレーム

ワークの構築を行い,当 該市場の均衡の特徴について検討を行 う。なお,ソ フ トのラインア

ップを通 じたプラ ットフォーム間の加入者競争 を理論的 に検討 した先行研究 と してShy
12)

(2000)が 挙げ られるが,本 稿では,チ ャンネル互換性や潜在的加入者数(シ ェア)が 異な

るプラッ トフォームの間の競争状況を考慮できる形ヘモデルを拡張す ることで,潜 在的な可

能性を含め,我 が国の有料放送市場の均衡状態が如何なる状況にあるのかの検討を行 う。

3間 接ネ ットワーク効果の影響

消費者は,プ ラッ トフォームによって提供 されるチャンネルを利用することで効用を得る

ものとする。またチャンネル数が多いほど消費者の効用は高まるものとする。具体的にはプ

ラットフォームに加入するから得られる間接効用を

V=βn-P(1)

とす る。βは多様性 に対す る重要度を示すパ ラメータで,効 用はチャンネル数 π,プ ラット

フォーム価格ρに依存する。

一方 ,各 プラットフォームにおいて提供 されるチャンネル数は

・・一号(・)

に従 って決定されるとする。 これは,提 供 されるチャンネル数が各プラットフォームの加入

者数 に依存することを意味する。 チャンネル数nは 加入者数 ηに依存するため,η=0の 時

にはn;Oと な り,V=0と なる。 このような効用関数及びソフ ト供給関数の妥当性に関 し

ては,ChouandShy(1990)に おいて,DixitandStiglitz型 の効用関数の もとソフ ト市場の

独占競争均衡の結果として,プ ラットフォームの効用がソフ トの数 さらには利用者数に依存

することが示 されている。

仮 に,プ ラッ トフォーム事業者が独占であれば,プ ラットフォーム事業者は上記のソフ ト

供給を組み込んだ最高支払額,す なわちρ=βπ に価格設定を行 う。 このため,独 占均衡下

でのプラットフォーム価格は

グー薯(・)

となる。(3)式 より,消 費者のチャンネルの多様性に対する評価 β及 び加入者数 ηが増大

す るほどプラットフォームの均衡価格グ が上昇 し,制 作費用 φが増加す るほどチャンネル

数は減少 し,プ ラットフォーム事業者の均衡価格グ も低下する。

一方,CS衛 星放送(=A)と ケーブルテレビ(=B)と いう2つ のプラットフォームが存

在 し,多 チャンネルサービスを利用するためには,い ずれかのプラットフォームに加入す る
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図2有 料放送市場モデルの基本的構造

独占競争状態

独
ンネル供給

必 要 が あ る と し よ う。 た だ し,そ れ ぞ れ の プ ラ ッ トフ ォー ム につ い て,i志 向 の 消 費 者 が ηi

だ け存 在 し,理 想 の プ ラ ッ トフ ォー ム してiを 志 向 す る もの とす る。 モ デ ル の基 本 的 な 構 造

を 図2に 示 して い る。 な お,ど ち らの タ イ プ も いず れ の プ ラ ッ トフ ォー ム か らで も効 用 を得

る が,自 らの タ イ プ と は異 な る プ ラ ッ トフ ォニ ム を 選 択 した 場 合 に は,効 用 が δ>0だ け減

少 す る とす る。 す な わ ち

タ イ プ ∫が 歪を 購 入 す る場 合 砺=β η一 ρ`

タ イ プ ∫が ブを 購 入 す る場 合 瑳=β η∫一あ 一δ

δは好 まな い方 の プ ラ ッ トフ ォー ム を選 択 し た場 合 の 心 理 的 負 担(費 用)で あ り,ス イ ッチ

ング コス トと考 え る こ とが で き る。 ま た,プ ラ ッ トフ ォ ー ムiの 加 入 者 数qiは

P」+δ 一β(n」-ni)<Piの 場 合qi=O

P」一 δ一β(nゴーni)<Pi<P」+δ 一β(ni-ni)の 場 合qi=ηi

Pi<Pi一 δ一β(ni-ni)の 場 合qi=ηi十 功

とす る。

3.1均 衡

プラッ トフォーム市場の均衡は,最 低価格均衡により定義 される。最低価格均衡では,競

争関係にある企業は顧客を奪い取 ることが追加的な利益をもたらすのであれば・競争企業 よ

りも価格 を引き下げて くると想定 しており,競 争企業が値引きを行い顧客すべてを奪 ったと

しても,追 加的な利益を得ることはできないという制約の下で,自 己の利潤を最大化す る価

格を設定する。具体的には,各 プラッ トフォームは

ρ1≦ρ「 ・+β(n;・-nl)==p・一・+β(雫 一号)-Pf-・ 阜(4)
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を満たす価格戦略を採用すると考え

・}一㈱@・+号 ・,)(ni+・i)(5)

の制約を満たす最大の価格が を選択す る。すなわち,競 合企業ブがスイッチングコス トδ

を超える値引きを行い,す べての加入者 σ戸 η汁 ηノを獲得す ることと,値 引きを行わない方

が利潤が大 きい とい う条件のもと,企 業iに とって設定可能な最大価格をPiを 設定す るこ

とになる。ただし間接ネ ットワーク効果により,値 引きを行うことで,加 入者数の増加によ

り提供 されるチャンネル数がn,か らη1に増加するため,β(η1-ni)だ け価格の引き上げが

可能 となる。

同様にゴについて も,が 及び η雲を所与 として

・1一が ・;≧(Pi-・+争)(n・+・ 」)(・)

の制約のもとで設定可能な最大価格ρ}を選択する。このため均衡においては,(5)式,(6)

式は等号関係が成立するため

P}一(η{十ηゴη})@・+号 の(・)

・妻一(ηゴ十功η歪)@・+号 ・,)(8)

を満 た す が,p}が 均 衡価 格 とな る。CS衛 星 放 送(=A)と ケ ー ブ ル テ レビ(=B)の シ ェア

ηA
SA=

(ηA+ηB)

ηBS
B=

(η渦+ηB)

として,(7)式 及び(8)式 を書 き直す と

峠(動 一・+号の(・)

PB一静 一・+号il・)(1・)

これを解くことで,以 下の均衡価格を導くことが出来る。

P>一(il -,IIE'Sl.)・一号(1篭 計+1-k。S、nB)(11)

P}一(il -9ilSg.)・一号(1一 乱計+1鶏 助砺)(12)

均衡加入者は
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図3加 入 シェアSAと 均 衡価格 の変 化
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05101520253035404550556065707580859095100(加 入 シ ェ ア)

・一一一・PA(β=0
.5)-PB(β=0.5)

σオ=η 五

9言=η8

(13)

(14)

となる。

図3及 び図4に は,(11)式 及び(12)式 で表されるプラットフォームの均衡価格及び均衡利

潤がAの 加入者数 ηA(=シ ェアSA)の 変化に対 してどのように変化す るかを示 したもので

ある。なお,加 入 シェア以外の変数 は β=O.5,φ=10,δ=20,nA+ηB=100で 固定 してい

る。図3か ら,相 対的にシェアの小 さいプラットフォームの均衡価格は高 く,シ ェアの大き

いプラットフォームの均衡価格は低い値を示 していることわか る。一方,図4よ り,相 対的

にシェアの小さいプラットフォームの均衡利潤は低い値を示 し,シ ェアの大きいプラットフ

ォームの均衡利潤は高い値を示 している。シェアの大きいプラッ トフォームほど低価格の設

定を行い,そ の一方で均衡利潤は高 くなるという特性は,最 低価格均衡において見 られる特

徴であ り,シ ェアが高いほど高価格 ・高利潤 とする一般的な産業組織論的な見解と異なる結

果 とな っている。な お,結 合 利潤 は加入 シェアが対 称 とな る対称 均衡(η ハ=ηB=50,

SA・SB=O.5)で 最も高い値を示すが,い ずれのプラッ トフォームも自らのシェアを拡大する

ことで利潤を増加させることが可能である。

(11)式,(12)式 の第2項 は,均 衡価格に対する間接ネットワーク効果の影響を示 している。

消費者の多様性選好パラメーターβが拡大す ると,各 プラットフォームの均衡価格(及 び

均衡利潤)が 低下することが示 されている。 このことは,間 接ネットワーク効果が存在する

ことでプラットフォーム間の価格競争が激 しくなること意味 しており,独 占均衡においてβ

が高まることで均衡価格が上昇するという結論とは対照的な結果 となっている。



36第198巻 第5号

図4加 入 シ ェ アSAと 均 衡 利 潤 の 変 化(均衡利潤)
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な お,加 入 者 数 がnA=rPB==η で 対 称 と な る 場 合 は,

n・・=pe・一(β ηρ乃一δ+φ)・ η(15)

z・-pln-(PB-・+警)・ ・(16)

とな り,均 衡 価 格 は,

2(φδ一βη)(17)ρち
;莇

φ

均 衡 利 潤 は,

*_*_2η(φ δ一βη)(18)
πA一 πβ一

φ

となる。(17)式より,均 衡価格が正となるためには

・〉β号(19)

が満たされる必要がある。δがスイッチングコス トであったことを考えると,均 衡価格が正

となるには各プラットフォームが十分に異なったものと見なされている必要があることを意

味す る。

また(18)式 より,加 入者数 ηが均衡利潤に与える影響は

寄 一2(φδぢ2βη)(2・)

であるため,限 界利潤が正となるには

φδ一2βη≧0(21)
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となる必要がある。すなわち

β≦劣(22)

もしくは

・≧β誓(23)

が満たされる必要がある。仮に

β誓 ≧・〉β号

であれば均衡価格及び均衡利潤は正となるが,間 接ネッ トワーク効果による価格引き下げ効

果の影響が強 く作用するため,加 入者数が増加するほどプラットフォーム企業の利潤は低下

することになる。

以上,間 接ネ ットワーク効果の影響をまとめると,間 接ネ ットワーク効果が存在する場合

に,プ ラ ットフォーム事業者間の価格競争 は激化 し,加 入者の多様性に対す る選好 βが高

まるほど均衡価格,均 衡利潤は低下することになる。一方,プ ラットフォーム間のスイッチ

ングコス トδが高いほど,均 衡価格及び均衡利潤は増加することになる。

4チ ャンネル互換性の影響

1節 で述べたように,CS放 送事業者とケーブルテレビにおいて提供されるチャンネルは,

一部は重複 しているが,地 上波やBS衛 星放送チャンネルを中心として一部異なったものと

なっている。以下では,提 供 されるチャンネルの互換性がプラ ットフォーム市場の均衡に与

える影響を検討する。

4.1均 衡

プ ラ ッ トフ ォー ム ゴの チ ャ ン ネ ル の う ち θi(0〈θi〈1)割 合 の チ ャ ンネ ル が プ ラ ッ トフ ォ

ー ム ゼで も視 聴 可 能 とす る。 チ ャ ンネ ル の 互 換 性 を表 す パ ラ メ ー タ ー θは対 称 的 で あ る必 要

は な く,θ,=1か つ θ」=0の 場 合 に は一 方 互 換 的 とな る。 プ ラ ッ トフ ォー ムiの チ ャ ンネ ル

数 をni(i=A,B),eiを プ ラ ッ トフ ォ ー ムiで 利 用 可 能 な競 合 プ ラ ッ トフ ォー ム ゴの チ ャ ン

ネ ル の 割 合 とす る と,プ ラ ッ トフ ォー ムA・Bで 利 用 可 能 な チ ャ ンネ ル数N,は

N4=nA十 θAnB(24)

NB==nB十 θBnA(25)

とな る。 この よ うな チ ャ ンネ ル 互 換 性 を考 慮 す る と,(4)式 で 示 した プ ラ ッ トフ ォー ム の価

格 戦 略 は次 の よ うに修 正 され る。
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Pk≦PB一 δ+β(nA+θ4πB一 θB垢 一 ηB)=1).一 δ+β((1-eB)η 気一(1一 θ.)nB)

Pみ ≦PA一 δ+β(nk+θBnA-nA一 θみη急)=PA一 δ+β((1一 θ.)nh-(1一 θ.)nA)

こ の た め 最 低 価 格 均 衡 で は 以 下 の 等 式 が 成 立 す る こ と に な る 。

師 一レ ・+β{(1-e・)(禦 一(1一 の 号}](nA+・B)

P・nB-[PA-・+β{(1-・ ・)(加吉恥)一(1-・ ・)㌃}](r・A+nB)

各 プ ラ ッ トフ ォ ー ム の シ ェ ァ

ηAS
A=

(η且+η β)

ηβS
B=

(ηA+ηB)

を用いて書き直すと

峠 レ ー・+β{(1-e・)(雫)一(1-・ ・)号}]

殊 レ ・+β{(1-e・)(雫)一(1一 の 号}]

となる。(30)式 と(31)式 を満たす均衡価格を求めると

PA・k -'Sl.・ 「-k,,,9[{(・A+nB)一 ・…}(1一 の

十{SB(ηA十 ηB)一 ηA}(1一 θB)]

ρ茜一1畿 毒 δ一1 -k,,.9[{(nA+nB)-s・ ・A}(1-e・)

十{SA(ηA十 ηB)一 ηB}(1-e,)]

と な る 。

(26)

(27)

(28)

(29)

(30)

(31)

(32)

(33)

(32)式 及 び(33)式 よ り,チ ャ ンネ ル互 換 性 が 均 衡 価 格 に与 え る影 響 を 見 る こ とが 出 来 る。

例 え ば,定 義 に よ り{(ηA+ηB)-SBηB}>0で あ る こ とか ら,eAの 増 加 は 均 衡 価 格 蹄 を 上 昇

さ せ る。 す な わ ち,プ ラ ッ トフ ォー ムAに お い て 視 聴 可 能 な プ ラ ッ トフ ォー ムBの チ ャ ン

ネ ル の 割 合 が増 加 す る と,プ ラ ッ トフ ォー ム 五 の 均 衡 価 格 蹄 は上 昇 す る。

一 方
,θ.が プ ラ ッ トフ ォ ー ムBの 均 衡 価 格PBに 与 え る影 響 は(33)式 の{SA(ηA+ηB)

一 ηE}の 値 に依 存 す る
。 仮 に

SA(ηA十 ηβ)一ηB==ηA一 ηB>0

が 成 立 す る場 合,す な わ ちAの 加 入 者 数 がBの 加 入 者 数 を 上 回 る場 合,θ.の 増 加 は プ ラ ッ

トフ ォ ー ムBの 均 衡 価 格 莇 を上 昇 させ るが,



有料 放送市 場 にお け るチ ャンネル数 とプ ラ ッ トフ ォーム間競 争 39

(均衡価格)

45

40

.35

30

25

図5互 換性θ.と均衡価格Pl
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-PA(SA=0 .2:θB=0.5)・ 願一一・PA(SA=0.8:θ β=0.5)

SA(ηA十 ηB)一 ηB=ηA一 ηB<0

が 成 立 す る場 合,す な わ ち 乃 の加 入 者 数 が β の 加 入 者 数 を下 回 る場 合 は,の の増 加 は均 衡

価 格 揚 の 低 下 につ な が る。 な お,θsが 各 プ ラ ッ トフ ォー ム の均 衡 価 格 に与 え る影 響 も 同様

に 説 明 す る こ とが 可 能 で あ るが,(32)式 の{SB(η4+ηB)一 η4}と(33)式 の{SA(nA+ηB)一 ηB}

は,定 義 に よ り一 方 が 正 で あれ ば も う一 方 は 必 ず 負 とな る た め,θ,の 増 加 が 鋪 を上 昇 させ

る場 合 は,θ.の 増 加 はPAを 低 下 さ せ る こ と に な る。 図5及 び 図6は,s.=O.2とs,=O.8の

ケ ー ス に つ い て,互 換 性 θ.を0か ら1ま で 変 化 さ せ た場 合 の均 衡 価 格 毎,笏 の 変 化 を 示

した もの で あ る。 な お 他 の パ ラ メ ー タ ー は β=0.5,φ=10,δ=20,ηA+η β=100で 固 定 さ

れ て い る。 図5よ り,互 換 性 の の 増 加 が,SA=O.2とSA=O.8の い ず れ の ケ ー ス で もPAを

増 加 さ せ る こ とが示 さ れ て い る。 一 方,図6よ り,PBはSA=0.8の 場 合 は の の 増 加 に 伴 い

均 衡 価 格 莇 は 上 昇 す るが,SA=O.2の 場 合 に は 均 衡 価 格 莇 は低 下 す る こ とが 示 され て い る。

上 記 の 点 に 関 して 説 明 を加 え よ う。nA<ηB(A=CS,B=CATV)と 仮 定 しよ う。 す な わ

ち ケ ー ブ ル テ レ ビの加 入 者 数 がCSの 加 入 者 数 よ り も多 い 状 況 に あ る とす る。CSで 視 聴 可

能 な ケ ー ブル テ レ ビの チ ャ ンネ ル の 割 合eAの 上 昇 は,CSの 均 衡 価 格PAと 均 衡 利 潤 茄 を

上 昇 させ る の に対 して,ケ ー ブ ル テ レ ビの均 衡 価 格 莇 及 び均 衡 利 潤 煽 を低 下 させ る。 一 方,

ケ ー ブ ル テ レ ビで 視 聴 可 能 なCSの チ ャ ンネ ル の 割 合 θBの 上 昇 は,CSの 均 衡 価 格 莇 と均

衡 利 潤 篇,ケ ー ブル テ レ ビの 均 衡 価 格 揚 及 び 均 衡 利 潤 煽 の いず れ も上 昇 させ る。 この こ

とは,加 入 者 数 の多 い ケ ー ブル テ レ ビ はCSに お い て 同 じ チ ャ ンネ ル が 送 信 さ れ る こ と,す

な わ ち互 換 性 θ.が 増 加 す る こ と に躊 躇 す る の に対 して,相 対 的 に加 入 者 数 が 少 な いCSに

は ケ ー ブ ル テ レ ビで 同 じチ ャ ンネ ル が 再 送 信 さ れ る こ と,す な わ ち互 換 性 θβが 増 加 す る こ

とを た め ら う理 由 が な い こ と を意 味 す る。
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図6互 換性θ.と均衡価格擁
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騨層..・PB(SA==O.2:θβ=0.5)-PB(SA=0.8:e.=O.5)

ち な み に,ηA<ηBの も とで は,チ ャ ンネ ル の 互 換 性 に つ いて 砺=0,θ.=1の 一 方 互 換 の

もと で ケ ー ブル テ レ ビ の利 潤 は 最 大 化 され るの に対 して,CSはe.==1,θ β=1の 完 全 互 換 の

も とで 利 潤 が 最 大 と な る。 この た め θB=1に つ い て は,い ず れ の プ ラ ッ トフ ォー ム の 利 害

も一 致 す る が,θ ハに つ い て は 両 者 の 利 害 は 対 立 す る こ と にな る。 な お,プ ラ ッ トフ ォ ー ム

上 で提 供 され る ソ フ ト互換 性 を 向上 させ る こ と に 対 し,プ ラ ッ トフ ォー ム が躊 躇 す る可 能 性

が あ る点 に つ いて は,Shy(2001)で も指 摘 され て い る点 で は あ る が,上 記 帰 結 に よ れ ば互

換 性 の 向上 に 対 して 躊 躇 す るか 否 か は,各 プ ラ ッ トフ ォ ー ム の シ ェア の 相 対 的 関係 に よ る こ

と に な る。 す な わ ち,シ ェア が 相 対 的 に 小 さ い プ ラ ッ トフ ォ ー ム は い ず れ の互 換 性 につ いて

も増 加 さ せ る こ と に積 極 的 で あ るが,シ ェ ア の大 き な プ ラ ッ トフ ォー ム は 自 らの プ ラ ッ トフ

ォー ム で競 合 す る プ ラ ッ トフ ォ ー ム の チ ャ ンネル が供 給 され る こ とに は積 極 的 で あ るが,競

合 す る プ ラ ッ トフ ォー ム で 自 ら の プ ラ ッ トフ ォ ー ム の チ ャ ンネル が供 給 され る こ と に対 して

積 極 的 で は な い こ と に な る。

4.2対 称性制約下での均衡

以下ではい くつかの対称性の制約を課 した場合の均衡価格及び均衡利潤ついて検討を行う。

まずプラットフォーム加入者数に関 して対称性を仮定 した場合,す なわち η沌=ηB=η とし

た場合の均衡価格は

}ηβ
万の「q一δ{2=

率
乃ρ

δ{2=串
Bρ 1( }ηβ

万の

(34)

(35)
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となる。(32)式(33)式 と異な り,競 合プラッ トフォームで同 じチャンネルが供給 されること

で自らの均衡価格が低下するという負の影響をもたらす項はな くなる。 このため互換性が向

上することに対 して躊躇する理由はな くなる。 しか しながら,競 合するプラットフォームと

のチャンネル互換性が高まることで自らの価格(ま たは利潤)が 増加す るわけで もな くなる

ため,チ ャンネルの互換性を向上 させようとす る積極的な理由 もな くなる点に注意する必要

がある。

次 に,互 換性 について対称性を仮定 した場合,す なわち θ.=θ.=θ とした場合 には,均

衡価格は

Pl-,L -1iiilllE+Sl.・-1-k.,.号(・B+s・nA)(F・)(36)

PS-il -:gElsg.・-1-1商 号(・A+…B)(1-・)(37)

となる。いずれ も互換性 θの向上に伴い,い ずれの均衡価格 ρ》,擁 も上昇する。ただ し,

価格上昇の程度は相対的に加入者が少ないプラッ トフォームの方が大 きい。例えば ηA〈ηB

である場合は,

(ηB十SBηA)〉(ηA十SAηB)

であるから,互 換性 θの向上 による均衡価格の上昇は釦 の方が大きくなる。

なお,Shy(2001)で も示 されているように,加 入者数 η及び互換性 θのいずれも対称性

を仮定 し,か つ θ=1の 完全亘換を仮定 した場合の均衡価格は

p'=2δ(38)

となる。すなわち完全互換 となる場合は,両 プラットフォームにおけるチャンネルは全 く同

一 となるため,間 接ネ ットワーク効果による価格引き下げ効果は消滅 し,均 衡価格はスイッ

チングコス トを2倍 した値 となる。チャンネルに互換性がある場合,い ずれのプラットフォ

ームにおいても同等のチャンネルが確保 されるため,値 引きをおこない加入者数を増加させ

ても,各 プラットフォームで利用可能なチャンネル数が増加するわけではない。 このため,

チャンネル互換性のない場合 と比較 して,価 格競争が緩和され,均 衡価格及び均衡利潤のい

ずれ もが高まることになる。

以上,チ ャンネル互換性の影響をまとめると,(38)式 の完全互換のケースで示されたよう

に,チ ャンネル互換性の向上は基本的には間接ネッ トワーク効果による均衡価格の低下圧力

を弱めるため,均 衡価格及び均衡利潤を増加させる。 しか しながら,(36)式(37)式 の対称互

換性制約のケースで示 されたように,シ ェァの低いプラットフォームの方が互換性向上によ

る価格及び利潤の増加は大きい。また,(34)式(35)式 の加入者数(加 入 シェア)が 対称制約

のケースで示されたように,両 プラッ トフォームの加入者数に違いが存在 しないならば,チ
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ヤンネルの互換性が向上することでいずれのプラットフォームの価格及び利潤は増加するも

のの,競 合するプラットフォームに対するチャンネルの互換性を向上 させようとする誘因 も

存在 しないことになる。

一方
,(32)式 及び(33)式 の加入者数 ・チャンネル互換性のいずれも非対称 となる一般的ケ

ースで示 されたように,加 入者数(シ ェア)が 少ないプラットフォームにとっては自らのプ

ラットフォームで供給 されるチャンネル及び競合す るプラットフォームで供給されるチャン

ネルのいずれの互換性が向上 しても利潤が増加す るが,加 入者数(シ ェア)が 多いプラット

フォームにとっては,競 合するプラッ トフォームのチャンネルの互換性が向上する場合に限

っては利潤が増加するものの,自 らのプラットフォームで供給 されているチャンネルの互換

性が向上する場合は利潤が減少す ることになる。 このため,競 合するプラットフォームの互

換性が向上することに対 して消極的となる。以上のように,チ ャンネル互換性向上に対する

誘因はシェアの相対的関係によって異なることから,シ ェアの小 さいプラットフォームで供

給されるチャンネルの互換性は高まることが予想 されるものの,シ ェアの大きいプラットフ

ォームで供給されるチャンネルの互換性は向上するとは限らないことになる。

なお社会厚生を消費者余剰と生産者余剰の単純な合計 とするならば,

SC=VAηA+VBηB+PAηA+P.77B=β(nAηA+nBηB)

となるため,完 全互換性(θ.・=θ.=1)に おいて社会厚生 は最大化され るが,消 費者余剰が

増加す るか否かは互換性向上により視聴可能 となるチャンネル数増に基づ く効用増と互換性

向上に伴 う価格上昇(利 潤上昇)に よる支出増の相対的な関係に依存する。また,加 入 シェ

アの低いプラットフォーム完全互換 によって利潤が最大 となるが,加 入 シェアの高いプラ ッ

トフォーム事業者にとっては完全互換よりも一方互換の方が価格 ・利潤が高いため,完 全互

換が達成 される保証 もない。

5ま とめと残された課題

本稿では,有 料放送市場に関して加入者がチャンネル数(多 様性)を 好むとともに,チ ャ

ンネル数の増加が加入者数とリンクする,す なわち間接ネ ットワーク効果が存在すると想定

し,Shy(2001)モ デルを拡張す ることで,当 該市場の均衡がどのような特性を有するか理

論的な点か ら検討を行 った。先行研究による指摘を含めた理論的な帰結 として,

・有料放送サービスの利用者がチャンネル数の増加に対 して強い評価を有するほど
,当 該

市場の競争が激化 し均衡価格が低下す る

・加入者数 もしくはシェアが高いプラットフォームほど低価格を設定 し,高 利潤を獲得す

る
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・各プラットフォームで提供されるチャンネルの互換性が高まるほど価格が上昇す る可能

性がある'

・ただ し,チ ャンネル互換性の均衡価格への影響は,加 入者数(シ ェア)の 相対的な関係

によって異なる

などを指摘 した。

なお,上 記の理論的帰結が,有 料放送市場の現状をどの程度的確に表現 しているかは,実

証的な判断に委ねられるべき問題であ り,今 後の研究課題である。また,有 料放送市場 にお

いて間接ネットワーク効果が機能するためには加入者がチャンネル数の増加に対 して選好を

有 していること,加 入者の多いプラッ トフォームに対 してより多 くのチャンネルが供給 され

ることが前提 となっているが,こ の点について も実証的な点から検証が必要であろう。

注

本稿 の作 成 に あた り 「情報 通信 政策 研 究 プ ログ ラム」 か ら研究 助成 を受 け た。 記 して感 謝 の意

を表 します。

1)「 プ ラ ッ トフ ォー ム」 とい う用 語 は,「 情報 通信 ネ ッ トワー クの中 で物 理 的 ネ ッ トワー クの上 位

に位 置 し,ア プ リケー シ ョンを機能 させ るため の基盤 とな る部分(林(2003))」 と して用 い られ

る場 合 もあ るが,本 稿 で はChurchandGanda1(2005)`こ 従 い,「(時 に は互換 性 も持 たな い)異

な る技術 を持 つ事業 体」 が,エ ン ドユ ーザ ー に対 してサ ー ビスを提供 す るた めに競 争 して い る状

態 を表す た めに用 い るこ ととす る。

2)主 要 な もの と して は,① 有線 テ レビ ジ ョン放送 事業 の地 元事 業者 要件 の廃止,② 外資 規制 等 の

緩和 ・撤 廃,③ 有線 テ レビジ ョ ン放送施 設 の設 置許可 等 の 申請 書等 の簡 素化,④ 複 数事 業計 画者

間に おけ る一本 化 調整指導 の廃止,⑤ ヘ ッ ドエ ン ド共 用 の実現,⑥ ケ ー ブル テ レビ補完 型無 線 シ

ステ ムの実用 化,⑦ 合併 ・分 割等 の場 合 の手続 きの簡素 化,⑧ 電気 通信 事業 者が提 供 す る電気 通

信 設備 等 の 電気 通信 役務 利 用,⑨FTTH(FiberToTheHome)を 用 いた有 線 テ レ ビジ ョン放 送

施 設 に関す る規定 整備 な どが挙 げ られ る。

3)今 後,広 域化 が進展 す る ことで,こ の よ うな(技 術 的)な 費用 面で の問題 は解 消 され てゆ くも

の と期 待 され るが,広 域化 が進展 す る ため には ケー ブルテ レビ事 業者 が その必要 性 を認識 す る よ

うな競 争的 な市 場環境 に直面 して い るこ とが 前提 とな る。

4)料 金 規制 との 関連 を分 析 した先 行 研究 と して は,CarrollandLamdin(1993),Hazlett(1996)

(1997),HazlettandSpitzer(1997),JaffeandKanter(1990),Noam(1985),Prager(1992)な

どが挙 げ られ る。一 方,規 制緩 和 に よるケ ー ブル テ レビ事業 者 の市場 支配 力 の増 加(料 金 の上昇,

サ ー ビス の品質 低 下)を 検討 して い る先 行研 究 と して,WatemanandWeiss(1996),Hoekyun

andLitman(1997),Chipty(1995)な どが挙 げ られ る。

5)米 国 で も,両 プラ ッ トフ ォー ムの間 で の競 争 が有効 に機 能 して い るか に関心 が寄 せ られ て いる。

FCC(FederalCommunicationsCommission)は 衛 星放 送 の伸長 を ケー ブル テ レビか らの乗換 え契

約者 と新 規契 約者 の増加 によ る もの と分析 してお り,今 後 ケー ブルテ レビと衛星 放送 の 間で競争
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が 活発 にな るこ とを期 待 して い る。 ただ し,ケ ー ブルテ レビ と衛星 放送 の競争 が期 待 で きない と

い う意見 もあ る。 理 由 と して

1.両 者 は地 理的 に住 み分 けて い る傾 向 が強 い

2.衛 星 放送 が狙 うター ゲ ッ トは相対 的 に高所得 者 であ り,夕 一 ゲ ッ トとす る顧客 層 が一致

しない

3.衛 星 ・ケー ブルの 両 サー ビスで提供 されて い るエ リアに おいて は,ケ ーブル普 及率 が85

%を 超 えて お りケー ブルテ レビが極 めて優位 で あ る

な どが指 摘 され て いる。

6)CS衛 星 放送 以外 に もBS衛 星放 送 も存 在す るが,一 部 のチ ャ ンネ ルを 除 いて公 共 放送 も し く

は広 告放 送 か ら構 成 されて い るた め,有 料放 送市 場 の プ ラ ッ トフ ォー ム と見 なす ことは適 当で は

な い と考 え られ る。

7)プ ラ ッ トフ ォー ム事業 者 と してス カイパ ー フ ェク ト ・コ ミュニ ケー シ ョンズが挙 げ られ る。

8)2002年 度 か ら2004年 度 までの加 入世帯 の対 前年 度増 加率 は,ケ ー ブル テ レビ(自 主放送 を行 う

許可 施設)が16.5%,9.2%,8.1%,CSデ ジ タル放送 が11.2%,4,1%,2.8%と な って い る。

9)米 国 にお け るテ レビ所有 世帯 に対 す るケ ー ブル テ レ ビの普及 率 は2001年 で69.2%に 達 して い る。

10)日 本 にお け るケ ーブル テ レビ事 業者 とCS衛 星 放送 事業 者 との競 争 関係 を実証 的 に分析 した も

の と して,宍 倉etal.(2006),Kasugaetal.(2008)が あ る。 前者 が個 票 デー タ,後 者が企 業単 位

の デー タを用 い た分 析 とな って お り,相 互 に補完 的 な関係 に な って い る。

11)財 サ ー ビスの補 完的垂 直結 合 によ りシステ ム と してサ ー ビスが形成 され る例 と して は,ビ デオ

ゲ ーム機 とゲ ーム ソ フ ト,ビ デオ デ ッキ と ビデ オ ソ フ ト,OSと ア プ リケ ー シ ョン,ク レジ ッ ト

カ ー ドと取扱 店,ブ ラ ウザ とウ ェブサ イ ト,ATMカ ー ドとATM機 な どが例 と して挙 げ られ る。

12)同 研 究 で は,基 本 的 に はハ ー ドにOSを,ソ フ トにア プ リケー シ ョンを想定 してい る。
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